
　市は、「ふるさとに貢献したい」
「香取市を応援したい」という思い
を、寄附を通じて実現できる「ふる
さと香取応援寄附金」制度を設け
ています。
　平成23年度に皆さんからお寄せ
いただいた「ふるさと香取応援寄
附金」の件数は26件（うち市外は
16件）で、合計金額は4,720,000
円でした。お寄せいただいた寄附
金は、平成24年度事業に活用させ
ていただきます（詳細は右記のとお
りです）。

　ふるさと香取応援寄附金は、
5,000円から申し込むことができ、
寄附金の使途は、寄附者が選択す
ることができます。
　また、所得税や住民税の軽減措
置が受けられます。（軽減額は、個
人の所得、寄附金額により変動）
　今後も皆さんからの応援と「元
気と笑顔があふれるまち」づくりへ
の参加をお待ちしております。

問い合わせ
企画政策課　☎(50)1206

ふるさと香取応援寄附金 多大なるご寄附、ありがとうございました

一般会計の歳入と歳出

一般会計・特別会計・公営企業会計　総額569億4,427万8千円
平成24年度当初予算

（対前年度比6.2％増）

民生費
92億6,576万円
（27.71％）

歳出
衛生費

24億2,945万円
（7.27％）

公債費
27億4,090万円
（8.20％）

教育費
62億 682万円
（18.56％）

総務費
37億9,767万円
（11.36％）

土木費
34億5,690万円
（10.34％）

災害復旧費
11億4,457万円（3.42％）

消防費
23億5,567万円
（7.04％）

農林水産費ほか
20億4,228万円（6.11％）

344億
4千万円

　一般会計予算額は、334億4千万円で、前年度予算と比べ、22億5千万円（7.2％）の増加となっています。
　一般会計に9の特別会計と2の公営企業会計を加えた予算総額は、前年度予算と比べ、33億2千万円（6.2％）の
増加となり、主に東日本大震災からの復旧、復興をめざし、災害関係予算として、21億3千万円を計上しています。
問い合わせ　財政課　☎(50)1207

地方交付税…財政規模などに応じて国から交付されるお金
市税…市民税・固定資産税・軽自動車税などの税
市債…国・県や銀行などから借り入れるお金
国・県支出金…特定の事業などに国・県から交付されるお金
諸収入…受託事業収入や預金利子・各種貸付金の元利収入などのお金
地方消費税交付金…消費税の一部で県から交付されるお金
繰越金…前年度の決算見込みにより繰り越されるお金
その他…使用料、手数料、財産収入などのお金

民生費…障害者福祉、児童福祉、高齢者福祉、生活保護などの事業に使うお金
教育費…小中学校や生涯学習など教育、文化などの事業に使うお金
総務費…人事、企画、財政、徴税、戸籍、統計などの総務事務に使うお金
土木費…道路、公園、住宅などの事業に使うお金
公債費…国・県、銀行などから借りた市債（市の借金）を返済するためのお金
衛生費…健康づくり、廃棄物処理、公害対策などの事業に使うお金
消防費…消防防災対策などの事業に使うお金
災害復旧費…台風、地震、大雨などで被災した施設の復旧のためのお金
農林水産業費ほか…農林水産業費、商工費、議会費など

地方交付税
91億8,420万円
（27.46％）

歳入

市税
77億1,530万円
（23.07％）

市債
67億6,190万円
（20.22％）

県支出金
17億7,817万円（5.32％）

国庫支出金
41億9,025万円
（12.53％）

諸収入
7億6,513万円（2.29％）

繰越金
5億円（1.50％）地方消費税交付金

6億9,000万円（2.06％） その他
18億5,506万円（5.55％）

344億
4千万円

■にぎわいのまちづくり創造事業　520,000円
活用先／佐原の大祭の支援、花火大会の支援、歴史的町並みなどの保
存と活用、魅力ある商店街づくり、駅周辺の再生整備の促進、佐原広
域交流拠点の整備

■子育てのまちづくり創造事業　290,000円
活用先／学校教育環境の整備、地域医療体制の充実

■健康・長寿なまちづくり推進事業　680,000円
活用先／高齢者福祉の充実、障害者福祉の充実

■その他の事業　3,230,000円
活用先／災害復興事業
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主な重点施策事業

　市の一般会計予算の334億4千万円を、市民1人あたりに使う
お金に換算すると、約40万円となります。

市民1人あたりが負担する税金

※平成24年4月1日現在の人口83,194人を基に算出

　市税は、市民税・固定資産税など合計77億1,529万9千円で、市
民1人あたり、約9万2千円になります。なお、市が皆さんのために
使うお金との差額は、国や県からの補助金や借入金（市債）などの
財源でまかなわれます。

市民1人あたりに使われる市のお金

9万2千円

増減率
7.2％ 
3.9％
9.4％
6.2％

対前年度増減額
22億5,000万円
7億1,773万円
3億5,980万円
33億2,754万円

当初予算額
334億4,000万円
193億3,425万円
41億7,003万円
569億4,428万円 

　　 区　分
一般会計
特別会計
公営企業会計
　　 合　計

■予算規模

※会計ごとに1万円未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります

対前年度増減額
3億7,000万円
2億4,500万円

100万円
950万円
2,550万円
8,500万円

△5,627万円
800万円
3,000万円

7億1,773万円

当初予算額
106億5,000万円
54億2,500万円
2,500万円

1億7,500万円
1億1,240万円
21億3,000万円

285万円
1億  800万円
7億  600万円
193億3,425万円

区　分
国民健康保険事業
介護保険事業
訪問看護事業
農業集落排水事業
観光事業
下水道事業
土地取得事業
火葬場事業
後期高齢者医療事業

合　計

増減率
3.6％ 
4.7％ 
4.2％
5.7％
29.3％
4.2％

△95.2％
8.0％
4.4％
3.9％

■特別会計

収入
支出
収入
支出

増減率
10.1％ 
10.1％
△2.2％
△3.5％ 

対前年度増減額
2億9,215万円
3億6,673万円
△331万円
△693万円

当初予算額
31億9,071万円
39億8,150万円
1億5,071万円
1億8,854万円

　　 区　分

水道事業会計

簡易水道事業会計

■公営企業会計

健康・福祉の充実
■子ども医療費助成事業 ……………………………… 2億2,673万円
8月からは中学3年生まで助成範囲を拡大

教育・文化の推進
■(仮称）小見川市民センター整備事業 ……… 11億5,953万8千円
合併特例債を活用し平成23年度から整備
■学校給食センター統合整備事業 …………………… 13億2,761万円
合併特例債を活用し給食センターの一本化に向けて整備
■学校施設改修事業 ……………………………… 4億2,714万5千円
合併特例債を活用し佐原小学校校舎の耐震改修を実施

産業・経済の振興
■プレミアム商品券発行補助金 …………………………… 3,400万円
1万円につき千円分の商品券を上乗せし、3万セットを販売

生活・環境の向上
■リサイクル拠点施設整備事業 ………………… 1億8,536万6千円
合併特例債を活用し佐原清掃事務所跡地をリサイクル拠点施設と
し、ストックヤードなどを整備
■大戸団地大規模改修工事 ……………………… 1億7,491万4千円
合併特例債を活用し大戸団地の大規模改修を実施（工期平成23～26
年度）
■佐原消防署建設事業 …………………………… 3億8,028万1千円
合併特例債を活用し仮設庁舎建設および本工事（解体含む）を実施
（工期平成24～25年度）

市民参画・行政の取組み
■住民自治協議会補助金 …………………………………… 1,250万円
住民自治協議会の計画策定補助金、事業補助金など

都市基盤の整備
■佐原市街地整備事業 …………………………… 4億9,782万8千円
合併特例債を活用し佐原駅前を中心に整備を行うための用地買収を
実施
■小見川市街地整備事業 ………………………………… 700万8千円
合併特例債を活用し小見川駅広場および駐車場、駐輪場の整備
■道路新設改良事業 ……………………………… 6億3,379万2千円
市道Ⅰ－44号線ほか9路線の整備

新たなまちづくりに向けた計画づくりなど
・後期基本計画（平成25～29年度）の策定
・「牧野の森」整備に係る計画策定（橘ふれあい公園基本設計・（仮称）
生きがい交流館整備基本計画）
・中心市街地活性化基本計画に係る整備計画
・水生植物園の再整備計画（観光事業会計）

※合併特例債…市町村合併後の新市建設計画に基づく整備事業のため
に起こす市債で、その償還には国の手厚い財源措置があり、多くの主
要事業に活用しています
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